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飯綱町立飯綱病院再整備基本構想策定支援業務 仕様書 

  
 本仕様書は、飯綱町立飯綱病院（以下「当院」という。）が実施する 「飯綱町立飯綱病院再整備

基本構想策定支援業務」（以下「本業務」という。）において、受託者が守るべき必要な事項につ

いて定めるものとする。 

 

１ 契約件名  

飯綱町立飯綱病院再整備基本構想策定支援業務 

 

２ 目的 

本業務は、町の中核病院として住民の安心と信頼の医療を提供する拠点となる町立病院の再整

備について、機能や規模、建設計画に関する考え方など、必要となる基本構想の策定支援を目

的とする。 

 

３ 業務の実施 

 （１）本業務は、本仕様書に定めるもののほか、関係法令及び適用基準等を遵守し実施するこ

と。 

 （２）本業務にあたっては、当院の立地条件や設立意義、また国で示している地域包括ケアシス

テムの構築や公立病院経営強化ガイドライン、飯綱町立飯綱病院経営強化プランおよび長

野県地域医療構想等を十分加味したうえで遂行すること。 

 （３）受託者は、医療行政並びに病院整備及び運営について相当な知識と技術を有する人員を適

切に配置するとともに、自社の社員の中から、本業務の責任者となる統括責任者及び本業

務の実務を主となって担当する主任担当者を選任し、委託者に報告すること。 

 （４）本業務を適正かつ円滑に実施するため、委託者と受託者とは、当院内又は指定の場所で随

時打合せを行い、業務方針の確認、条件等の疑義を正すものとし、その内容については、

受託者がその都度記録のうえ、委託者に議事録として提出すること。 

 （５）本業務については必要な資料について、委託者の担当職員と調整したうえで収集するもの

とする。なお、受託者は収集した資料を毀損又は滅失しないよう扱わなければならない。 

 （６）受託者は、業務の進捗に関して、委託者に対して定期的に報告を行うこと。 

 （７）本業務の全部又は主たる部分を一括して他の業者に請け負わせないこと。 

 （８）本業務の一部を再委託する場合は、予め委託者に再委託業者選定報告書を提出し、委託者

の承認を受けること。 

 （９）本業務の遂行によって生じる権利は、町に帰属するものとする。 

 （１０）会議資料や成果品については、平易な表現でわかりやすいものとすること。 

 （１１）委託者は、業務により知り得た事項について、秘密を守り、他に漏らしてはならない。

また、契約終了後においても同様とする。 

（１２）本業務の実施に関し疑義が生じた場合には、速やかに委託者と協議を行い、指示を仰ぐ

こと。 
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３ 業務内容 

公立病院経営強化ガイドライン、飯綱町立飯綱病院経営強化プランおよび長野県地域医療構想

を踏まえ、以下の業務を実施すること。 

 （１）基本調査 

  ①外部環境調査 

   ア 人口推計（年齢階層別人口の推移、高齢化・超高齢化率の推移等） 

イ 患者推計・医療需要推計（入院・外来患者数推計） 

ウ 患者受療動向調査 

エ 地域医療構想等、国や県の医療政策動向に基づく当院の役割 

オ 周辺医療機関の動向を踏まえた地域の医療機能の課題整理 

カ その他必要な調査・分析 

  ②内部環境調査 

   ア 経営状況分析・決算書分析 

イ 診療実施状況分析 

ウ 施設状況分析 

エ その他必要な調査・分析 

 （２）基本構想 

  ①当院の現状（運営・施設・設備）、課題の整理 

  ②当院が担うべき役割・基本方針の整理 

  ③将来の機能・規模の想定 

   ア 主要な診療機能の検討 

   イ 病床機能・規模の検討 

  ④整備手法の比較検討 

   ア 施設計画地の設定 

   イ 整備手法の検討（増築・改修範囲、建築面積、配置プラン等） 

   ウ 整備スケジュールの検討 

   エ 概算事業費の検討 

 （３）各種会議等の運営支援 

  ①再整備事業基本構想策定委員会（仮称）の運営支援 

  ②事務局会議の実施支援 

  ③打合せ記録の作成等 

 

４ 成果品 

 業務完了後、すみやかに以下の成果物を提出すること 

 （１）業務履行届 １部 

 （２）業務実績報告書 １部 

 （３）基本構想 １部 

 （４）整備手法報告書 1部 

 （５）その他会議・打合せ資料、議事録 



  3  

 （６）（２）～（５）のデータを収めた CD-R または DVD などのメディア 一式 

５ 契約期間 

契約締結日から令和９年３月３１日までとする 

 

６ 入札について 

（１）入札方式 

公募型プロポーザル方式とする。  

 

７ 成果品の帰属および著作権 

  成果品および成果品作成のための関係資料（以下、「成果品等」という。）に係る著作権につい

ては、次に定めるところによるものとする。 

 （１）受託者は、成果品等にかかる受託者の著作権（著作権法第２１条から第２８条までに規定

する権利を言う。）を成果品に引き渡し時に発注者へ無償で譲渡する。 

 （２）受託者は、当該成果品の内容を受託者の承諾なく自由に公表できる。 

 （３）受託者は、発注者が当該著作物の利用目的の実現のためにその内容を改変しようとすると

きは、その改変に同意する。 

 （４）受託者は、発注者が承諾した場合には、成果品（業務を行う上で得られた記録等を含

む。）を使用若しくは複製し、または当該成果品の内容を公表することができる。 

 （５）成果品の制作に際して、他の著作物および人物の許諾、記録素材の借用等が必要な場合は

受託者がその手続きを行うものとし、当該許諾、借用等に発生する費用は当初の契約金額

に含まれるものとする。 

 

８ 業務委託料の支払方法等 

  委託料として契約書に掲げる契約金額を受託者に支払うものとし、支払時期は業務完了後を原

則とするが、必要に応じて一部履行部分を請求することができるものとする。 

 

９ その他 

  （１）本業務の実施にあたっては、本仕様書のほか関係法令、規則等を遵守し、各種許認可等

の必要な企画に関しては事前に必ず許認可を得ておくこと。 

  （２）本業務の実施に伴い個人情報を取り扱う場合は、個人情報の保護に関する法律を遵守

し、個人情報の保護の重要性を認識し、個人の権利利益を侵害することのないよう、個

人情報の取扱いを適正に行わなければならない。 

  （３）本業務を円滑かつ適切に進めるため、打合せ協議は、業務に支障のないように必要に応

じてその都度行うものとする。 

  （４）受託者は、本業務の履行にあたり、事故の責に帰すべき事由により発注者、若しくは来

場者その他の第三者に損害を与えたときは、その損害を賠償しなければならない。 

（５）受託者は、契約締結後速やかに本業務の実施計画、工程表及び体制図等を提出し、発注

者の承認を得ること。 

（６）本仕様書及び実施要領等に定めのない事項は、発注者及び受託者の協議により決定す

る。 


